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平成２７年度２月補正予算案の概要 

 

 

１ 予算規模等 

 今回の補正予算は、角野船木線改良事業等の公共事業をはじめ、消防水利整備事業等の単独事

業のほか、臨時福祉給付金事業費等の施策費及び経常経費の過不足について予算措置しています。 

この結果、一般会計では、補正額２億１，２３８万５千円の追加、補正後の予算総額は歳入歳

出それぞれ５００億３３９万５千円となり、対前年度同期比は、２３億７，４３５万２千円、 

５．０％の増となっています。 

 

 

また、特別会計では、 

 

（１）渡海船事業特別会計が、補正額２８０万５千円を減額、補正後の予算総額は歳入歳出それ

ぞれ１億９，５０８万２千円となり、対前年度同期比は１，９８６万８千円、９．２％の減 

 

（２）公共下水道事業特別会計が、繰越明許費の補正 

 

（３）国民健康保険事業特別会計が、補正額３億８，４０４万円の追加、補正後の予算総額は、

歳入歳出それぞれ１５６億６，５７５万６千円となり、対前年度同期比は、 

１７億２８８万８千円、１２．２％の増 

 

（４）介護保険事業特別会計が、補正額２，９８２万６千円の追加、補正後の予算総額は、歳入

歳出それぞれ１３３億７，５８８万１千円となり、対前年度同期比は、１億６，７８４万３

千円、１．２％の減 

 

（５）工業用地造成事業特別会計が、補正額８，６７０万円を減額、補正後の予算総額は歳入歳

出それぞれ９億７，９３０万５千円となり、対前年度同期比は、３億８，１８３万６千円、 

６３．９％の増 

 

 

一般会計、特別会計合わせた補正額は、５億３，６７４万６千円の増額、補正後の予算総額は、

歳入歳出それぞれ８７５億７，３０７万１千円となり､対前年度同期比は、４２億４，５３８万円、

５．１％の増となっています。 
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２ 一般会計補正予算の主な事業 

（１）公共事業 

  角野船木線改良事業 （建設部 道路課） 

１ 事業目的 

本路線を整備することにより、新居浜インターチェンジから上部地区や別子山方面へのア 

クセス時間の短縮を図ることができ、地域住民の生活経済活動の支援、利便性の向上及び観 

光産業の活性化を図る。 

現在、平成２８年度の全線開通を目指して、第２工区６９３ｍ及び愛媛県の新田橋架替事 

業に併せて第４工区１２０ｍの整備を進めている。 

２ 補正の内容  財源補正、工事費の減額及び土地購入費、補償費の追加 

                            （単位：千円）  

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

３３１，１００ △１００，５００ ２３０，６００ 

財源内訳 

国 

市債 

一財 

１８２，１０５ 

０ 

１４８，９９５ 

△６０，６６２ 

８９，４００ 

△１２９，２３８ 

１２１，４４３ 

８９，４００ 

１９，７５７ 

社会資本整備総合交付金の内示減額による事業計画の見直し及び事業進捗に係る用地費等 

（１）工事費    △１０４，６００千円 

（２）土地購入費     ３，５００千円 

（３）補償費         ６００千円 

３ 補正に係る財源内訳 

   （１）国庫支出金（5.5/10） △60,662 千円 

   （２）公共事業等債（90％）  89,400 千円 

   （３）一財         △129,238 千円 

 

公共事業費は、４億１，３９７万９千円の減額となっています。 
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（２）単独事業 

  消防水利整備事業 （消防本部 総務警防課） 

１ 事業目的 

消防水利不足地域への設置並びに道路拡張工事等に伴う消火活動上有効な消防水利の 

設置、補修等を計画的に実施する事により、迅速かつ効率的な消防活動の向上を図る。 

２ 補正の内容  負担金の追加 

                            （単位：千円）  

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

１０，９０３ ２３，７３１ ３４，６３４ 

財源内訳 一財 １０，９０３ ２３，７３１ ３４，６３４ 

水道配水管布設替工事に伴う消火栓設置数が増加したことによる負担金の追加 

（１）負担金補助及び交付金  ２３，７３１千円 消火栓布設負担金 

３ 補正に係る財源内訳 

   （１）一財 23,731 千円 

 

単独事業費は、１億２，０８２万５千円の減額となっています。 

 

 

 

（３）施策事業  

  臨時福祉給付金事業費 （福祉部 地域福祉課） 

１ 事業目的 

低所得者に対し、消費税率の引き上げ（５％→８％）による経済的影響を緩和するため、 

６５歳以上の非課税世帯者等に臨時福祉給付金を支給する。 

２ 補正の内容  委託料及び補助金の追加 

                            （単位：千円）  

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

２１１，９７５ ４６５，８３０ ６７７，８０５ 

財源内訳 国 ２１１，９７５ ４６５，８３０ ６７７，８０５ 

国の平成２７年度補正予算で新たに年金生活者等支援臨時福祉給付金の支給が 

決定されたことによる委託料及び補助金の追加 

（１）委託料          ５，０００千円 システム改修業務等委託 

（２）負担金補助及び交付金 ４６０，８３０千円 臨時福祉給付金 

３ 補正に係る財源内訳 

   （１）国庫支出金（10/10）        465,830 千円 
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  有害鳥獣駆除費 （経済部 農林水産課） 

１ 事業目的 

山林に生息する鳥獣（イノシシ等）が、人家付近及び田畑へ出没を繰り返し、水稲等の 

農作物に被害を与えている。新居浜市では平成２５年３月に策定した「新居浜市鳥獣被害 

防止計画」に基づき、防除で防ぐことが出来ない被害に対応するため鳥獣の捕獲を行う。 

２ 補正の内容  報償費及び補助金の追加 

                            （単位：千円）  

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

４，１１０ １，７９３ ５，９０３ 

財源内訳 
県 

一財 

２，２６０ 

１，８５０ 

３９８ 

１，３９５ 

２，６５８ 

３，２４５ 

増加する鳥獣被害に対応するための猟友会に対する報償費及び補助金の追加 

（１）報償費        １，６００千円  鳥獣捕獲奨励金 

（２）負担金補助及び交付金   １９３千円  捕獲隊支援事業補助金 

３ 補正に係る財源内訳 

    （１）県支出金（1/2以内）      398 千円 

    （２）一財            1,395 千円 

 

施策事業費は、７億６，０４２万２千円の追加となっています。 

 

（４）経常経費 

  民生児童委員費 （福祉部 地域福祉課） 

１ 事業目的 

厚生労働大臣の委嘱を受けた民生児童委員、主任児童委員が行う、地域住民の社会福祉 

向上のため各種活動に対して、実費弁償費を支出する。 

２ 補正の内容  報償費の追加 

                            （単位：千円）  

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

３０，２４１ ３，３２９ ３３，５７０ 

財源内訳 
県 

一財 

１３，７３５ 

１６，５０６ 

１，６６４ 

１，６６５ 

１５，３９９ 

１８，１７１ 

民生児童委員・主任児童委員実費弁償費の単価改正による報償費の増額 

   （１）報償費     ３，３２９千円 民生児童委員・主任児童委員実費弁償費 

３ 補正に係る財源内訳 

   （１）県支出金(定額)   1,664 千円 

   （２）一財        1,665 千円 

経常経費は、１，３２３万３千円の減額となっています。 
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３ 事業を賄う財源（款別歳入） 

                                  （単位：千円） 

款 補正前の額 今回補正額 補正後 

市 税 １８，６８６，８９７ ３００，０００ １８，９８６，８９７ 

使用料及び手数料 ９７８，９１１ ７，３４０ ９８６，２５１ 

国 庫 支 出 金 ７，３８０，５８４ ３４０，２３０ ７，７２０，８１４ 

県 支 出 金 ３，０５７，５６０ ４５，３２６ ３，１０２，８８６ 

財 産 収 入 ５１，６４８ ２，６６９ ５４，３１７ 

寄 附 金 １９，９８０ １，７７０ ２１，７５０ 

繰 入 金 ２，１５６，５０８ △５８１，０４８ １，５７５，４６０ 

諸 収 入 ２，００９，１７８ ３，０９８ ２，０１２，２７６ 

市 債 ５，５１５，９７５ ９３，０００ ５，６０８，９７５ 

計 ４９，７９１，０１０ ２１２，３８５ ５０，００３，３９５ 

 

 

４ 特別会計の補正内容 

（※財源内訳は今回補正に係る財源のみ記載しています。） 

 

（１）渡海船事業特別会計                      （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

１９７，８８７  △２，８０５   １９５，０８２   

財源内訳 
県 

繰入金 

４０，０００ 

７６，８７０ 

４，９２６ 

△７，７３１ 

４４，９２６ 

６９，１３９ 

    ・総務管理費   燃料費の減額  △2,805千円 

 

（２）公共下水道事業特別会計                   

  ・繰越明許費                            （単位：千円）                    

事    業    名 金    額 

管渠等建設事業費 ４１１，０００ 

単独下水道事業費 １６２，０００ 

終末処理場改築事業 １５，００６ 
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（３）国民健康保険事業特別会計                     （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

１５，２８１，７１６  ３８４，０４０   １５，６６５，７５６   

財源内訳 

国 

繰入金 

県 

３，０８０，８１４ 

１，５９５，１７２ 

４６５，４８３ 

１６４，５４８ 

１１９，４９２ 

１００，０００ 

３，２４５，３６２ 

１，７１４，６６４ 

５６５，４８３ 

    ・保険給付費    療養給付費の増による追加 234,000千円 

    ・諸支出金     償還金の追加 150,040千円 

 

（４）介護保険事業特別会計                      （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

１３，３４６，０５５  ２９，８２６   １３，３７５，８８１   

財源内訳 

保険料 

国 

支払基金 

県 

繰入金 

財産収入 

２，５８０，２４５ 

３，２３０，３９７ 

３，５５２，２１２ 

１，７９１，６０８ 

１，９３８，３７１ 

０ 

５，０３７ 

１０，６１１ 

６，８２９ 

３，８６５ 

３，３７８ 

１０６ 

２，５８５，２８２ 

３，２４１，００８ 

３，５５９，０４１ 

１，７９５，４７３ 

１，９４１，７４９ 

１０６ 

    ・総務費    制度改正対応等による時間外手当の追加 5,330千円 

・保険給付費  特定入所者介護サービス等費の追加   24,390千円 

・基金積立金  介護給付費準備基金積立金運用利子の追加 106千円 

 

（５）工業用地造成事業特別会計                     （単位：千円） 

  事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

１，０６６，００５  △８６，７００  ９７９，３０５   

財源内訳 市債 ５５８，０００ △８６，７００ ４７１，３００ 

  ・観音原地区の内陸型工業用地（第１工区）の造成工事費の減額  △86,700千円 

 

・繰越明許費の追加                          （単位：千円）                    

事    業    名 金    額 

工業用地造成事業（観音原地区） ３９４，５００ 

 

 


